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国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月11日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�

� 11月15日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付� 12月2日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 12月2日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 12月2日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 12月2日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 12月2日
地方税／�個人事業税第2期分の納付�

� 都道府県の条例で定める日

11 2019（令和元年）

地方税共通納税システム　複数の地方公共団体や金融機関の窓口へ出向かずに、自宅
や職場のパソコンから一括して個人住民税（特別徴収分・退職所得分）、法人住民税、法
人事業税などの納税ができるシステム。土日祝日等を除き８時30分～24時まで利用でき、
インターネットバンキングやダイレクト納付などにより納税します。

ワン
ポイント

◆  11 月 の 税 務 と 労 務 11月 （霜月）NOVEMBER
3日・文化の日　4日・振替休日　23日・勤労感謝の日

日 月 火 水 木 金 土

※税を考える週間　11月11日〜11月17日
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11月号─2

　

平
成
二
十
九
年
一
月
の
雇
用
保
険

の
改
正
に
伴
い
、
令
和
二
年
四
月
以

降
は
高
年
齢
者
の
雇
用
保
険
料
を
徴

収
す
る
必
要
が
生
じ
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
被
保
険
者
の
範
囲
、
保

険
料
の
徴
収
及
び
雇
用
保
険
制
度
に

関
す
る
注
意
点
を
見
て
い
き
ま
す
。

　

な
お
、
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
は

一
般
の
被
保
険
者
、
高
年
齢
被
保
険

者
、
短
期
雇
用
特
例
被
保
険
者
、
日

雇
労
働
被
保
険
者
と
細
分
化
さ
れ
ま

す
が
、
今
回
は
主
に
改
正
に
よ
り
影

響
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
高
年
齢
被

保
険
者
に
つ
い
て
ご
紹
介
し
ま
す
。

一
　
雇
用
保
険
の
適
用
拡
大

㈠
　
被
保
険
者
の
範
囲

　

平
成
二
十
九
年
一
月
の
適
用
拡
大

前
は
、
六
十
五
歳
到
達
日
以
後
に
新

た
に
雇
用
さ
れ
た
場
合
、
雇
用
保
険

の
適
用
除
外
注
と
さ
れ
、
被
保
険
者

の
資
格
を
取
得
す
る
こ
と
は
あ
り
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

同
年
一
月
以
降
は
、
六
十
五
歳
到

達
日
以
後
に
新
た
に
雇
い
入
れ
ら
れ

た
者
も
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
資
格

を
取
得
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

注　

六
十
五
歳
到
達
日
前
に
雇
用
保

険
の
被
保
険
者
資
格
を
取
得
し
、

六
十
五
歳
到
達
日
以
後
も
引
き
続

き
雇
用
さ
れ
て
い
る
者
は
、
六
十

五
歳
以
後
も
被
保
険
者
と
さ
れ
て

い
ま
し
た
。

㈡
　
雇
用
保
険
料
免
除
の
廃
止

　

こ
れ
ま
で
、保
険
年
度
の
初
日（
四

月
一
日
）
に
お
い
て
、
満
六
十
四
歳

以
上
の
者
は「
免
除
対
象
高
年
齢
者
」

と
し
て
、
保
険
料
の
徴
収
を
免
除
さ

れ
て
い
ま
し
た
（
事
業
主
負
担
分
も

免
除
）。
適
用
拡
大
の
改
正
が
行
わ

れ
た
後
も
三
年
間
は
経
過
措
置
に
よ

り
免
除
の
措
置
が
継
続
さ
れ
、
令
和

二
年
四
月
か
ら
は
六
十
四
歳
未
満
の

者
と
同
様
に
保
険
料
の
徴
収
を
開
始

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

高
年
齢
者
の
給
与
明
細
に
は
「
雇

用
保
険
料
」
の
表
示
が
加
わ
り
ま
す

の
で
、
被
保
険
者
か
ら
問
い
合
わ
せ

が
寄
せ
ら
れ
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま

す
。
給
与
明
細
と
一
緒
に
徴
収
開
始

の
案
内
文
書
を
交
付
す
る
、
有
期
雇

用
者
で
あ
れ
ば
契
約
更
新
時
に
保
険

料
徴
収
が
始
ま
る
こ
と
を
知
ら
せ
る

等
、
何
ら
か
の
周
知
を
し
て
お
く
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

　

ま
た
、
事
業
主
の
負
担
額
も
増
加

が
見
込
ま
れ
ま
す
。
六
十
四
歳
以
上

の
被
保
険
者
を
多
く
雇
用
し
て
い
る

事
業
場
で
は
、
支
払
っ
て
い
る
賃
金

額
を
基
に
保
険
料
負
担
の
変
動
を
試

算
し
て
備
え
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

【
参
考
】　
今
年
度
の
保
険
料
率
（
一

般
の
事
業
）

・
事
業
主　
　

一
〇
〇
〇
分
の
六

・
被
保
険
者　

一
〇
〇
〇
分
の
三

　

保
険
料
の
額
は
、
賃
金
（
交
通
費

等
も
含
む
）
に
保
険
料
率
を
乗
じ
て

求
め
ま
す
。

　

例
え
ば
、
賃
金
額
が
三
〇
万
円
の

場
合
、
事
業
主
負
担
額
は
一
、八
〇
〇

円
、
被
保
険
者
負
担
額
は
九
〇
〇
円

と
な
り
ま
す
。

　

保
険
料
率
は
年
度
に
よ
り
変
動
す

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
四
月
以

降
の
給
与
を
計
算
す
る
際
は
厚
生
労

働
省
な
ど
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
保

険
料
率
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

二
　
高
年
齢
者
に
対
す
る
給
付

㈠
　
高
年
齢
求
職
者
給
付
金

　

六
十
五
歳
以
上
の
被
保
険
者
を

「
高
年
齢
被
保
険
者
」
と
い
い
、
離

職
し
た
と
き
に
は
六
十
五
歳
未
満
の

離
職
者
に
対
す
る
基
本
手
当
と
は
異

な
る
高
年
齢
求
職
者
給
付
金
が
支
給

さ
れ
ま
す
。
給
付
金
を
受
け
る
に
は
、

離
職
後
に
住
居
地
を
管
轄
す
る
ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク
で
求
職
の
申
込
み
を
し
、

受
給
資
格
の
決
定
を
受
け
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

次
の
要
件
を
満
た
す
と
き
に
、
受

給
資
格
の
決
定
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

①　

離
職
し
て
い
る
こ
と

②　

労
働
の
意
思
及
び
能
力
が
あ
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
職
業
に
就
く
こ

と
が
で
き
な
い
状
態
に
あ
る
こ
と

③　

離
職
前
一
年
間
に
雇
用
保
険
の

被
保
険
者
期
間
が
通
算
し
て
六
か

月
以
上
（
賃
金
支
払
基
礎
日
数
が

十
一
日
以
上
あ
る
月
を
一
か
月
と

計
算
）
あ
る
こ
と

　

そ
の
後
、
指
定
さ
れ
た
失
業
の
認

定
日
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
行
き
、
失

業
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
で
、
被
保

雇
用
保
険
制
度

適
用
と
保
険
料
の
徴
収
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険
者
で
あ
っ
た
期
間
に
応
じ
た
金
額

が
支
給
さ
れ
ま
す
。

㈡
　
給
付
金
額

　

給
付
金
の
額
は
、
被
保
険
者
で
あ

っ
た
期
間
に
よ
り
決
ま
り
ま
す
。

・　

一
年
以
上
の
と
き
…
基
本
手
当

日
額
の
五
〇
日
分

・　

一
年
未
満
の
と
き
…
基
本
手
当

日
額
の
三
〇
日
分

　

基
本
手
当
日
額
は
、
離
職
前
六
か

月
の
賃
金
総
額
を
一
八
〇
で
割
っ
た

額
の
四
五
％
〜
八
〇
％
で
す
。
下
限

額
と
年
齢
区
分
に
よ
る
上
限
額
が
定

め
ら
れ
て
い
て
、
毎
年
八
月
一
日
に

見
直
さ
れ
ま
す
。

　

基
本
手
当
の
場
合
は
、
四
週
間
に

一
回
求
職
の
申
込
み
を
し
、
失
業
の

認
定
を
受
け
た
日
数
分
の
給
付
金
が

支
給
さ
れ
ま
す
が
、
高
年
齢
求
職
者

給
付
金
に
関
す
る
失
業
認
定
は
一
回

限
り
で
あ
り
、
一
時
金
と
し
て
支
給

さ
れ
ま
す
。

㈢
　
給
付
制
限

　

高
年
齢
求
職
者
給
付
金
は
、
離
職

後
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
求
職
の
申
込

み
を
行
い
、
高
年
齢
受
給
資
格
者
で

あ
る
こ
と
の
確
認
を
受
け
た
日
か
ら
、

失
業
の
状
態
に
あ
っ
た
日
が
通
算
し

て
七
日
間
経
過
し
て
か
ら
で
な
い
と

支
給
さ
れ
ま
せ
ん
（
待
期
期
間
）。

　

ま
た
、
次
の
よ
う
な
場
合
は
、
待

期
の
七
日
間
に
加
え
、
三
か
月
間
支

給
さ
れ
ま
せ
ん（
給
付
制
限
期
間
）。

①　

正
当
な
理
由
が
な
く
、
自
分
の

都
合
で
退
職
し
た
と
き

②　

自
ら
の
責
任
に
よ
る
重
大
な
理

由
に
よ
り
解
雇
さ
れ
た
と
き

㈣
　
そ
の
他
の
給
付

①　

雇
用
継
続
給
付

　
　

高
年
齢
被
保
険
者
は
、
育
児
休

業
や
介
護
休
業
を
新
た
に
開
始
す

る
場
合
も
、
要
件
を
満
た
す
と
き

は
「
育
児
休
業
給
付
金
」、「
介
護

休
業
給
付
金
」
の
支
給
対
象
と
な

り
ま
す
。

②　

教
育
訓
練
給
付

　
　

厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
教

育
訓
練
を
受
け
る
場
合
は
、
教
育

訓
練
を
開
始
し
た
日
に
お
い
て
高

年
齢
被
保
険
者
で
あ
る
か
、
高
年

齢
被
保
険
者
の
離
職
日
翌
日
か
ら

教
育
訓
練
の
開
始
日
ま
で
の
期
間

が
一
年
以
内
の
者
も
、
要
件
を
満

た
す
と
き
は「
教
育
訓
練
給
付
金
」

の
支
給
対
象
と
な
り
ま
す
。

三
　
制
度
全
般
の
注
意
点
等

　

最
後
に
、
雇
用
保
険
の
加
入
要
件

な
ど
制
度
全
般
に
関
す
る
こ
と
に
つ

い
て
見
て
い
き
ま
す
。

㈠
　
加
入
要
件

　

次
の
要
件
の
い
ず
れ
も
満
た
す
場

合
は
、「
試
用
期
間
中
」
や
「
パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
」
な
ど
と
称
し
て
勤
務

し
て
い
る
と
き
で
も
、
事
業
主
や
労

働
者
の
希
望
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、

被
保
険
者
と
な
り
ま
す
。

①　

一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
二

〇
時
間
以
上

②　

三
十
一
日
以
上
の
雇
用
見
込
み

㈡
　
二
以
上
の
職
場
で
勤
務
す
る
者

　

二
以
上
の
職
場
で
雇
用
関
係
が
あ

る
と
き
は
、
生
計
を
維
持
す
る
の
に

必
要
な
主
た
る
賃
金
を
受
け
る
一
の

雇
用
関
係
に
つ
い
て
の
み
被
保
険
者

と
し
て
取
り
扱
わ
れ
ま
す
。

　

例
え
ば
、
定
年
後
に
出
向
元
と
の

雇
用
関
係
を
維
持
し
た
ま
ま
、
関
連

会
社
に
出
向
し
て
い
る
場
合
は
、
二

つ
の
事
業
主
と
の
間
で
雇
用
関
係
が

生
じ
る
の
で
、
出
向
元
・
出
向
先
の

う
ち
主
た
る
賃
金
を
受
け
る
事
業
主

側
の
被
保
険
者
と
な
り
ま
す
。

㈢
　
雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
が
不

明
の
場
合

　

雇
用
保
険
被
保
険
者
番
号
は
、
転

職
を
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
以
前
に

加
入
し
て
い
た
と
き
と
同
じ
番
号
を

用
い
ま
す
。

　

前
職
場
か
ら
交
付
さ
れ
た
雇
用
保

険
被
保
険
者
証
等
に
番
号
の
記
載
が

あ
り
ま
す
が
、
番
号
が
不
明
の
場
合

は
、
本
人
の
氏
名
と
生
年
月
日
、
前

職
の
会
社
名
な
ど
か
ら
、
雇
用
保
険

被
保
険
者
番
号
の
有
無
を
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
で
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届

の
備
考
欄
に
前
職
の
会
社
名
（
前
職

が
派
遣
会
社
の
場
合
は
、
派
遣
元
会

社
名
）、
在
籍
期
間
を
記
入
し
、
資

格
取
得
手
続
き
を
し
ま
す
。

㈣
　
外
国
人
を
雇
用
す
る
と
き

　

加
入
要
件
を
満
た
す
外
国
人
を
雇

い
入
れ
る
と
き
は
、
雇
用
保
険
被
保

険
者
資
格
取
得
届
に
、
国
籍
や
在
留

資
格
、
在
留
期
間
な
ど
所
定
の
事
項

を
記
載
し
て
届
出
を
し
ま
す
。

㈤
　
加
入
手
続
漏
れ
が
あ
っ
た
場
合

　

雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届

を
提
出
し
て
い
な
か
っ
た
た
め
に
、

雇
用
保
険
に
未
加
入
と
さ
れ
て
い
た

場
合
は
、
原
則
と
し
て
二
年
前
ま
で

雇
用
保
険
の
遡
及
適
用
が
可
能
で
す
。

　

な
お
、
平
成
二
十
二
年
十
月
一
日

以
降
は
、
事
業
主
か
ら
雇
用
保
険
料

を
天
引
き
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
賃
金

台
帳
や
給
与
明
細
書
等
の
書
類
に
よ

り
確
認
さ
れ
た
者
は
、
二
年
を
超
え

て
雇
用
保
険
の
遡
及
適
用
を
す
る
こ

と
も
可
能
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
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　協会けんぽでは、生活習慣病の予防や早
期発見のため健康診査（健診）の費用補助
を行っています（１人につき年１回）。
１　被保険者・任意継続被保険者
　①と②は単独で受診でき、③から⑥は一
般健診に追加して受診します。表示してい
る金額は、協会けんぽと健診機関の間で契
約している自己負担の最高額です。
①　一般健診
　35～ 74歳　7,169円
②　子宮頸がん健診（単独受診）
　20～ 38歳の偶数年齢の女性　1,039円
③　付加健診
　40・50歳　4,802円
④　乳がん健診
　40 ～ 74歳の偶数年齢の女性　50歳以
上　1,086円、50歳未満　1,686円

⑤　子宮頸がん健診

　36～ 74歳の偶数年齢の女性　1,039円
⑥　肝炎ウイルス検査
　対象者は①一般健診と同じ（過去にC型肝
炎ウイルス検査を受けた方を除く）、624円
　受診前に申込みが必要です。健診対象者
名を印字した申込書は例年３月に事業主宛
に送られますが、申込み方法や申込書、受
診可能な健診機関は協会けんぽのホームペ
ージにも公開されています。
２　被扶養者
　①は単独で受診でき、②は医師の判断で
受診するものです。記載している金額は協
会けんぽからの補助額で、健診費用総額と
補助額との差額が自己負担額です。
①　特定健康診査
　40～ 74歳　最高6,650円
②　詳細な健診
　心電図検査等　最高3,400円
　受診に用いる受診券は、被保険者の住所
宛に送られますが、１月以降に新たに被扶
養者となった方は、受診券申請書にて交付
申請をする必要があります。

生活習慣病予防健診の補助
（協会けんぽ）

　国民年金には、学生を対象として保険料
の納付を猶予する「学生納付特例制度」が
あります。本人の所得が一定基準額※以下
の学生が対象です。
※　118万円＋扶養親族等の数×38万円
＋社会保険料控除等
　学生が手続きをしやすくする観点から、
大学等教育施設が学生の委託を受けて、申
請の代行ができる学生納付特例事務法人制
度が設けられています。申請代行を行って
いる大学等の一覧は、日本年金機構のホー
ムページに公開されています。
　納付猶予の手続きをすることにより、保
険料を納めていない間に、病気やケガで障
害を負った場合や死亡した場合でも本人や
遺族が保障を受けられるようになります。
　申請時点から２年１か月前までの期間に
ついても、さかのぼって申請することがで
きます。

学生納付特例事務法人
（国民年金）
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